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1．概要

本資料は、第4回申請及び新型遠心機への更新等に係る申請の本文に記載の「準拠規

格及び基準」の記載方針及び記載内容について説明するものである。

2．準拠規格及び基準の記載方針 

・準拠規格及び基準は、事業変更許可申請書との整合及び技術基準への適合性の観点か

ら、申請対象設備の設計、製作等に使用する規格及び基準を記載するものとし、新規

制基準を踏まえた変更点が明確になるよう変更前後表の形式とする。

・上記については、「適合すべき基準に関連する炉規制関連法令」及び「技術基準に規定

される性能を満足させるための基本的なもの」とし、「技術基準規則解釈」に引用され

るもの等とする。

例：炉規法、炉規則、技術基準規則、JSME、JEAC、JEAG、JIS、ASME 他 

・既認可の設工認申請書（新規制基準への適合に係る第1回～第3回申請を含む）におい

ても上記と同様の考えで「準拠規格及び基準」を記載している。今後の申請を踏まえ

ると、本施設の設工認申請書の「準拠規格及び基準」に記載する規格及び基準名等は

下表のとおりとなる。

規格及び基準の種類 規格及び基準名 対象施設・設備 

全

施

設

共

通 

炉規法等の基本規格類 炉規法、炉規則、技術基準規則、労働

安全衛生法、日本産業規格（JIS）等 

全施設 

耐震設計を行う際に準拠す

る規格類 

建築基準法、剛構造設計基準、建築設

備耐震設計・施工指針、各種合成構造

設計指針・同解説等 

全施設※1 

施

設

個

別 

火災の検知、消火に関わる

規格類 

消防法 その他の加工施設

（非常用設備） 

電気設備の設計に用いる規

格類 

電気事業法、日本電気工業会規格

（JEM）、電気設備に関する技術基準を

定める省令 

その他の加工施設

（非常用設備） 

UF6を大気圧以上で取り扱

う設備に適用される規格類 

高圧ガス保安法 濃縮施設（均質・ブレ

ンディング設備）

一般産業規格以外の規格 Deutsches Institüt für Normung

（DIN：ドイツ規格協会）、ANSI又はISO

規格  

濃縮施設（UF6処理設

備） 

核燃料物質の貯蔵施

設（貯蔵設備）  

※1：建物か設備・機器か、1G設計を行うかによって適用規格及び基準は異なる

・なお、記載にあたっては、具体的な規格及び基準番号、名称及び制定又は改訂年度も

含めたものとする。
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3．第4回申請及び新型遠心機への更新等に係る申請での申請内容 

  上記方針を踏まえた第4回申請及び新型遠心機への更新等に係る申請の「準拠規格及び

基準」の記載内容を添付１に示す。なお、2020年12月24日に申請した内容から一部記載

の適正化を行う。 
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添付 1 

今回の申請に係る準拠規格及び基準 

1 

No 変更前 変更後 

遠心機更新/第 4回 第 4 回 

濃縮施設 廃棄施設 放管施設 
その他の加

工施設 

1 
核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律 

（昭和 32 年 6 月 10 日法律第 166 号） 

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律 

（昭和 32 年 6 月 10 日法律第 166 号） 
〇 〇 〇 〇 

2 
建築基準法 

（昭和 25 年 5 月 24 日法律第 201 号） 

建築基準法 

（昭和 25 年 5 月 24 日法律第 201 号） 
〇 〇 〇 〇 

3 
建築基準法施行令 

（昭和 25 年 11 月 16 日政令第 338 号） 

建築基準法施行令 

（昭和 25 年 11 月 16 日政令第 338 号） 
〇 〇 〇 〇 

4 
労働安全衛生法 

（昭和 47 年 6 月 8 日法律第 57 号） 

労働安全衛生法 

（昭和 47 年 6 月 8 日法律第 57 号） 
〇 〇 〇 〇 

5 
核燃料物質の加工の事業に関する規則 

（昭和 41 年 7 月 19 日総理府令第 37 号） 

核燃料物質の加工の事業に関する規則 

（昭和 41 年 7 月 19 日総理府令第 37 号） 
〇 〇 〇 〇 

6 
加工施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則 

（平成 25 年 12 月 6 日原子力規制委員会規則第 17 号） 

加工施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則 

（平成 25 年 12 月 6 日原子力規制委員会規則第 17 号） 
〇 〇 〇 〇 

7 
加工施設の設計及び工事の方法の技術基準に関する規則 

（昭和 62 年 3 月 25 日総理府令第 10 号） 

加工施設の技術基準に関する規則 

（令和 2 年 3 月 17 日原子力規制委員会規則第 6 号） 
〇 〇 〇 〇 

8 

原子力施設の保安のための業務に係る品質管理に必要な体制の基準に関

する規則 

（令和 2 年 1 月 23 日原子力規制委員会規則第 2 号） 

原子力施設の保安のための業務に係る品質管理に必要な体制の基準に関

する規則 

（令和 2 年 1 月 23 日原子力規制委員会規則第 2 号） 

〇 〇 〇 〇 

9 日本工業規格（JIS） 日本産業規格（JIS） 〇 〇 〇 〇 

10 鋼構造設計規準（日本建築学会） 日本建築学会 2005 年 鋼構造設計規準－許容応力度設計法－ 〇 〇 〇 〇 

11 建築設備耐震設計・施工指針（日本建築センター） 日本建築センター 2014 年 建築設備耐震設計・施工指針 2014 年版 〇 〇 〇 〇 

12 各種合成構造設計指針・同解説（日本建築学会） 日本建築学会 2010 年 各種合成構造設計指針・同解説 〇 〇 〇 〇 

13 

核原料物質又は核燃料物質の製錬の事業に関する規則等の規定に基づく

線量限度等を定める告示 

（平成 27 年 8 月 31 日原子力規制委員会告示第 8 号） 

核原料物質又は核燃料物質の製錬の事業に関する規則等の規定に基づく

線量限度等を定める告示 

（平成 27 年 8 月 31 日原子力規制委員会告示第 8 号） 

〇 ― ― ― 

14 ― Deutsches Institüt für Normung（DIN：ドイツ規格協会） 〇※1 ― ― ― 

15 ― 発電用原子力設備規格 材料規格 JSME S NJ1-2012 〇 〇 〇 〇 

16 
電気事業法 

（昭和 39 年 7 月 11 日法律第 170 号） 

電気事業法 

（昭和 39 年 7 月 11 日法律第 170 号） 
― ― ― 〇 

17 日本電気工業会規格（JEM） 日本電気工業会規格（JEM） ― ― ― 〇 

18 
電気設備に関する技術基準を定める省令 

（平成 9 年 3 月 27 日 通商産業省令第 52 号） 

電気設備に関する技術基準を定める省令 

（平成 9 年 3 月 27 日 通商産業省令第 52 号） 
― ― ― 〇 

変更前の法令名の記載の適正化

（申請対象設備の既設工認時点の

情報に修正） 

被ばく評価の申請回次変更に伴う

変更 

記載方針に従い、規格及び基準番

号、改訂年度を記載 

非常用電源設備の設計・制作に用

いる規格及び基準の追加 ※1：第 4 回申請のみ該当

(注)赤字部は、2020年 12月 24日申請の申請書から記載の適正化を図る箇所。吹き出しで適正化の理由を記載。 
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